
(単位：百万円）

金　　　額 金　　　額

977,580 56,347,264

現 金 229 238,428

預 貯 金 977,351 55,088,621

429,912 1,020,213

244,043 624

13,157 1,028,889

56,383,725 1,694,384

国 債 21,140,721 709,062

地 方 債 790,372 32,610

社 債 1,969,571 243,668

株 式 9,110,036 40,348

外 国 証 券 20,121,556 94,895

そ の 他 の 証 券 3,251,467 69,349

7,438,736 16,543

保 険 約 款 貸 付 582,774 109,790

一 般 貸 付 6,855,961 83,367

1,680,589 169

土 地 1,121,375 178,821

建 物 512,736 92,597

リ ー ス 資 産 9,798 9,341

建 設 仮 勘 定 15,496 4,850

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 21,182 8,481

192,502 486

ソ フ ト ウ ェ ア 105,693 106

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 86,808 365,897

587 4,225

688,042 9,203

未 収 金 68,757 1,381,653

前 払 費 用 16,219 496,857

未 収 収 益 304,988 103,748

預 託 金 34,203 69,893

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 37,303 61,502,747

先 物 取 引 差 金 勘 定 23

金 融 派 生 商 品 173,657 100,000

仮 払 金 4,417 1,250,000

そ の 他 の 資 産 48,472 651

69,893 434,526

△4,463 17,578

△29,597 416,948

10,000

71,917

351

49,836

28,603

170

256,070

1,785,178

4,882,692

△31,216 

△54,690 

4,796,785

6,581,963

68,084,710 68,084,710

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

２０１８年度　（２０１９年３月３１日現在）　貸借対照表

科　　　　　目 科　　　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

コ ー ル ロ ー ン 社 員 配 当 準 備 金

買 入 金 銭 債 権 再 保 険 借

金 銭 の 信 託 社 債

有 価 証 券 そ の 他 負 債

売 現 先 勘 定

借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

貸 付 金 前 受 収 益

役 員 賞 与 引 当 金

預 り 金

預 り 保 証 金

有 形 固 定 資 産 先 物 取 引 差 金 勘 定

金 融 派 生 商 品

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

仮 受 金

無 形 固 定 資 産 そ の 他 の 負 債

基 金

退 職 給 付 引 当 金

再 保 険 貸 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 資 産 ポ イ ン ト 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

基 金 償 却 積 立 金

再 評 価 積 立 金

支 払 承 諾 見 返 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 損 失 塡 補 準 備 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

投 資 損 失 引 当 金 そ の 他 剰 余 金

社 員 配 当 平 衡 積 立 金

危 険 準 備 積 立 金

社会 厚生 福祉 事業 助成 資金

圧 縮 積 立 金

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金

別 段 積 立 金

当 期 未 処 分 剰 余 金

基 金 等 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計



（貸借対照表の注記）

1. （1） 有価証券、預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に基づき有価証券として取扱うもの及び金銭

の信託において信託財産として運用している有価証券は、次のとおり評価しております。

①売買目的有価証券については、期末日の市場価格等に基づく時価（売却原価の算定は移動平均法）

②満期保有目的の債券については、移動平均法に基づく償却原価（定額法）

③「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21

号）に基づく責任準備金対応債券については、移動平均法に基づく償却原価（定額法）

④子会社株式及び関連会社株式（保険業法第 2 条第 12 項に規定する子会社及び保険業法施行令第 13 条の 5 の 2 第 3 項に規定する子法人

等のうち子会社を除いたものが発行する株式並びに保険業法施行令第 13 条の 5 の 2 第 4 項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）

については、移動平均法に基づく原価

⑤その他有価証券

イ 時価のあるもののうち、株式（外国株式を含む）については、期末日以前 1 カ月の市場価格等の平均に基づく時価（売却原価の算定は移

動平均法）、それ以外の有価証券については、期末日の市場価格等に基づく時価（売却原価の算定は移動平均法）

ロ 時価を把握することが極めて困難と認められるもののうち、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については、

移動平均法に基づく償却原価（定額法）、それ以外の有価証券については、移動平均法に基づく原価

（2） その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

2. 保険種類・払方・残存年数・通貨・資産運用方針等により設定している小区分に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロー

ルを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、責任準備金対応債券に区分しております。

なお、次の保険契約を特定し、小区分としております。

①一時払商品・団体年金保険契約以外について、すべての保険契約

②新予定利率変動型個別保険以外の一時払商品（円建）について、すべての保険契約

③有期利率保証型以外の団体年金保険契約について、すべての保険契約

④上記を除くすべての一時払商品（米ドル建）契約

⑤上記を除くすべての一時払商品（豪ドル建）契約

⑥上記を除くすべての一時払商品（ユーロ建）契約

3. 金融派生商品及び金銭の信託において信託財産として運用している金融派生商品は、市場価格等に基づく時価により評価しております。

4. ①有形固定資産の減価償却は、次の方法により行っております。

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

(ⅰ) 建物

定額法により行っております。

(ⅱ） 上記以外

定率法により行っております。

なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 20 万円未満のものの一部については、3 年間で均等償却を行っております。

ロ リース資産

(ⅰ) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法により行っております。



(ⅱ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間に基づく定額法により行っております。

②無形固定資産に計上しているソフトウェアの減価償却は、定額法により行っております。

5. 外貨建資産・負債の本邦通貨への換算は、「外貨建取引等会計処理基準」（企業会計審議会）に基づき行っております。

なお、為替相場の著しい変動があり、かつ、回復の見込がないと判断される外貨建その他有価証券については、期末日の為替相場又は期末

日以前 1 カ月の平均為替相場のいずれか円安の相場により円換算し、換算差額を有価証券評価損として計上しております。

6. （1） 貸倒引当金は、資産査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

①破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に経営破綻に陥

っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、下記(3)の直接減額後の債権額から担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。

②現状経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権について

は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要

と認める額を計上しております。

③上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算定した貸倒実績率等を債権額に乗じた額を計上しております。

（2） すべての債権は、資産査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、

その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

（3） 破綻先及び実質破綻先に対する債権（担保・保証付債権を含む）については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と認め

られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その額は 2,019 百万円（担保・保証付債権に係る額 76 百万

円）であります。

7. 投資損失引当金は、投資による損失に備えるため、資産査定基準及び償却・引当基準に則り、時価を把握することが極めて困難と認められる

有価証券について、将来発生する可能性のある損失見込額を計上しております。

8. 役員賞与引当金は、役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

9. （1） 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

（2） 退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は、次のとおりです。

①退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準

②数理計算上の差異の処理年数 5 年

③過去勤務費用の処理年数 5 年

10. 役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく支給見込額を計上しております。

11. ポイント引当金は、保険契約者等に付与したポイントの利用による費用負担に備えるため、将来発生すると見込まれる額を計上しております。

12. 価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算定した額を計上しております。



13. ヘッジ会計は、次の方法により行っております。

①ヘッジ会計の手法については、主に、貸付金の一部及び外貨建貸付金の一部に対するキャッシュ・フローのヘッジとして金利スワップの特例処

理、保険契約の一部に対する金利変動リスクのヘッジとして「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 26 号）に基づく金利スワップによる繰延ヘッジ、外貨建債券の一部、外貨建貸付金の一部及

び外貨建劣後特約付社債に対する為替変動に係るキャッシュ・フローのヘッジとして通貨スワップによる繰延ヘッジ及び振当処理、外貨建債券

等の一部に対する為替変動に係る価格変動リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジ、国内株式の一部に対する価格変動リスクのヘッジ

として株式先渡による時価ヘッジを適用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

金利スワップ 貸付金、外貨建貸付金、保険契約

通貨スワップ 外貨建債券、外貨建貸付金、外貨建劣後特約付社債

為替予約 外貨建債券等

株式先渡 国内株式

③ヘッジの有効性の判定については、リスク管理方針に基づき、主にヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。

14. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費

税等については、前払費用に計上の上 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。

15. 当社及び一部の子会社は、2018 年 12 月に連結納税制度の承認申請を行い、翌期より連結納税制度が適用されることとなったため、当期より

「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会実務対応報告第 5 号）及び「連結納税

制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第 7 号）に基づき、連結納税制度の

適用を前提とした会計処理を行っております。

16. 責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の方式により計算しております。なお、保険業

法施行規則第 69 条第 5 項の規定により、一部の個人年金保険契約を対象として積立てた責任準備金が含まれております。

①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号）

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

また、当期より、一部の個人年金保険契約を対象に責任準備金を 5 年間にわたり追加して積立てることとしております。この結果、追加積立てを

行わなかった場合に比べ、責任準備金が 121,292百万円増加し、また、経常利益及び税引前当期純剰余が 121,292百万円減少しております。

17. 一般勘定（保険業法第 118 条第 1項に規定する特別勘定以外の勘定）の資産運用については、生命保険契約の特性をふまえた上で、中長期

的な運用の基軸となるポートフォリオを策定し、さらに環境見通しを勘案した運用計画を立てております。

これに基づき、将来の保険金・給付金等の支払いを確実に履行するため、円建の安定した収益が期待できる公社債や貸付金などを中核的な

資産と位置付けるとともに、中長期的な収益の向上を図る観点から株式、外国証券などに投資しております。また、デリバティブ取引については、

効率的な資産運用を図る観点から、主に現物資産運用のリスクをコントロールすることを目的としております。具体的には、金利関連では金利ス

ワップ及び金利スワップション、通貨関連では為替予約、通貨オプション及び通貨スワップ、株式関連では株式先渡、株式指数先物及び株式

指数オプション等を活用し、その一部についてヘッジ会計を適用しております。

主に、有価証券は市場リスク及び信用リスク、貸付金は信用リスク、デリバティブ取引は市場リスク及び信用リスクに晒されております。市場リスク

とは、金利や為替、株式等の変動により保有する資産の価値が変動し、損失を被るリスクです。信用リスクとは、主に貸付金や社債について、信

用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少・消失し、損失を被るリスクです。信用リスクにはカントリーリスクを含みます。これらのリ

スクに対して、資産運用リスクに関する管理諸規程に基づき管理しております。



市場リスクの管理にあたっては、投融資取引に伴う過大な損失の発生を抑制するため、資産の特性にあわせて、運用限度枠を設定しておりま

す。また、その遵守状況をモニタリングし、経営会議の諮問機関である運用リスク管理専門委員会に定期的に報告するとともに、ルール抵触時

にリスクを許容範囲内に抑制する体制を整備しております。このほか、ポートフォリオ全体の市場リスクをコントロールするため、統計的分析手法

を用いて、ポートフォリオ全体の市場バリュー・アット・リスクを合理的に算定し、許容されるリスクの範囲内で適切な資産配分を行っております。

信用リスクの管理にあたっては、投融資執行部門から独立した審査管理部門による厳格な審査を実施する体制を整備しております。また、リス

クに見合ったリターン獲得のための貸付金利ガイドライン、取引先の信用度を区分する社内格付、信用リスクが特定の企業・グループ・国に集

中することを防止するための与信リミットの設定・モニタリング等により、良質なポートフォリオの構築に努めております。また、ポートフォリオ全体

の信用リスク量の計測として、信用バリュー・アット・リスクを算定し、リスク量が適切な範囲内に収まっているかどうかのモニタリングを実施してお

ります。

18. （1） 主な金融商品の貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

貸借対照表価額(*1) 時価(*2) 差額

現金及び預貯金(譲渡性預金) 279,297 279,297 -

その他有価証券 279,297 279,297 -

買入金銭債権 244,043 254,481 10,437

責任準備金対応債券 200,585 211,022 10,437

その他有価証券 43,458 43,458 -

金銭の信託 13,157 13,157 -

売買目的有価証券 13,157 13,157 -

有価証券 54,812,749 58,954,878 4,142,128

売買目的有価証券 869,370 869,370 -

責任準備金対応債券 20,493,498 24,562,806 4,069,307

子会社株式及び関連会社株式 64,047 136,869 72,821

その他有価証券 33,385,831 33,385,831 -

貸付金(*3) 7,435,325 7,693,649 258,324

保険約款貸付 582,612 582,612 -

一般貸付 6,852,712 7,111,037 258,324

金融派生商品(*4) (5,164) (5,164) -

ヘッジ会計が適用されていないもの 40,866 40,866 -

ヘッジ会計が適用されているもの (46,030) (46,030) -

社債(*3,*5) (1,028,889) (1,069,735) (40,846)

売現先勘定（*5） (709,062) (709,062) -

借入金（*5） (243,668) (245,926) (2,258)

(*1)貸倒引当金を計上したものについては、当該引当金を控除しております。

(*2)当期に減損処理した銘柄については、減損処理後の貸借対照表価額を時価としております。

(*3)金利スワップの特例処理及び通貨スワップの振当処理を適用している金融派生商品については、ヘッジ対象と

されている貸付金及び社債と一体として処理されているため、その時価は、貸付金及び社債に含めて記載しております。

(*4)金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（ ）で示しております。

(*5)社債、売現先勘定及び借入金は負債に計上しており、（ ）で示しております。



（2） 主な金融商品の時価の算定方法は、次のとおりです。

①有価証券及び預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に基づき有価証券として取扱うもの

イ 市場価格のあるもの

期末日の市場価格によっております。ただし、その他有価証券の国内株式及び外国株式については、期末日以前 1 カ月の市場価格の平

均によっております。

ロ 市場価格のないもの

将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格、外部情報ベンダーより入手した評価額等によっております。

②貸付金

イ 保険約款貸付

貸付金額を解約返戻金の範囲内に限る等の特性により返済期限を設けていない貸付であり、返済の見込まれる期間及び金利条件等より、

時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

ロ 一般貸付

変動金利貸付の時価については、将来キャッシュ・フローに市場金利が短期間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似していることから

当該帳簿価額によっております。一方、固定金利貸付の時価については、主に将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっ

ております。

なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金については、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としてお

ります。

③金融派生商品

イ 先物取引の市場取引の時価については、期末日の清算値又は終値によっております。

ロ 株式オプション取引の時価については、主に期末日の清算値又は終値、外部情報ベンダーより入手した評価額によっております。

ハ 金利スワップ取引、金利スワップション取引、為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワップ取引及び先渡取引の時価については、主

に外部情報ベンダーより入手した評価額によっております。

④金銭の信託

上記①及び③の算定方法に準じ、金銭の信託の受託者が合理的に算定した価格によっております。

⑤社債

期末日の市場価格によっております。

⑥売現先勘定

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

⑦借入金

変動金利借入の時価については、将来キャッシュ・フローに市場金利が短期間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該

帳簿価額によっております。一方、固定金利借入の時価については、原則、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっており

ます。ただし、証券化公募スキームを利用した借入金については、当該借入金を裏付として発行される社債の市場価格によっております。

（3） 非上場株式、組合出資金のうち組合財産が非上場株式で構成されているもの等、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は、(1)の表中の有価証券に含めておりません。

これらの保有目的ごとの当期末における貸借対照表価額は、子会社株式及び関連会社株式 1,025,134 百万円、その他有価証券 545,841百万

円であります。

（4） 保有目的ごとの有価証券等に関する事項は、次のとおりです。

①売買目的有価証券

金銭の信託において信託財産として運用している金融派生商品、特別勘定に係る有価証券を売買目的有価証券として区分しており、当期の

損益に含まれた評価差額は△21,555 百万円であります。



②満期保有目的の債券

当期末残高はありません。

③責任準備金対応債券

種類ごとの貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

種類 貸借対照表価額 時価 差額

時価が貸借対照表

価額を超えるもの

買入金銭債権 194,434 204,940 10,506

公社債 20,395,884 24,459,552 4,063,668

外国証券 94,606 100,249 5,642

小計 20,684,924 24,764,742 4,079,817

時価が貸借対照表

価額を超えないもの

買入金銭債権 6,151 6,082 △68

公社債 908 906 △1

外国証券 2,099 2,096 △2

小計 9,159 9,086 △72

合計 20,694,084 24,773,828 4,079,744

④その他有価証券

種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表価額及びこれらの差額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

種類
取得原価

又は償却原価
貸借対照表価額 差額

貸借対照表価額が

取得原価又は償却原価

を超えるもの

現金及び預貯金

（譲渡性預金）
167,300 167,300 0

買入金銭債権 6,236 6,359 122

公社債 2,865,902 3,102,335 236,432

株式 3,322,876 7,709,087 4,386,210

外国証券 13,978,619 16,132,011 2,153,391

その他の証券 2,638,653 2,899,307 260,654

小計 22,979,588 30,016,401 7,036,812

貸借対照表価額が

取得原価又は償却原価

を超えないもの

現金及び預貯金

（譲渡性預金）
112,000 111,997 △2

買入金銭債権 37,166 37,099 △67

公社債 29,495 28,436 △1,058

株式 945,349 736,886 △208,462

外国証券 2,669,627 2,591,621 △78,005

その他の証券 188,375 186,145 △2,229

小計 3,982,014 3,692,187 △289,826

合計 26,961,602 33,708,588 6,746,985

※時価を把握することが極めて困難と認められるもの 545,841 百万円は含めておりません。

当期において、時価のあるものにつき 11,920 百万円減損処理を行っております。

なお、時価のある株式（外国株式を含む）については、時価が取得原価に比べて著しく下落したものにつき、原則として期末日以前 1 カ月の市

場価格等の平均に基づき減損処理しております。ただし、時価が著しく下落し、かつ期末日以前 1 カ月間の市場価格等の下落が著しいなど一

定の要件に該当する銘柄については、期末日の市場価格等に基づき減損処理しております。

株式の時価が著しく下落したと判断する基準は、次のとおりです。

イ 期末日以前 1 カ月の市場価格等の平均が取得原価の 50％以下の銘柄

ロ 期末日以前 1 カ月の市場価格等の平均が取得原価の 50％超 70％以下かつ過去の市場価格や発行会社の業況等が一定の要件に該当

する銘柄



（5） 主な金銭債権債務の返済予定額及び満期のある有価証券の償還予定額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

1 年以内
1 年超

5 年以内

5 年超

10 年以内
10 年超

現金及び預貯金（譲渡性預金）

その他有価証券

279,300

279,300

-

-

-

-

-

-

買入金銭債権

責任準備金対応債券

その他有価証券

27,000

-

27,000

3,641

3,472

169

41,224

41,224

-

171,869

155,722

16,147

有価証券

責任準備金対応債券

その他有価証券

1,082,740

256,565

826,174

4,495,963

1,651,686

2,844,277

11,475,079

4,578,031

6,897,047

25,894,499

13,947,727

11,946,771

貸付金 893,317 2,562,299 1,648,281 1,746,467

社債 - - - 1,028,889

売現先勘定 709,062 - - -

借入金 3,948 16,690 3,030 220,000

※保険約款貸付等の期間の定めのないものは含めておりません。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等で返済予定額が見込めないもの 6,478 百万円は含めておりません。

19. 当期末における賃貸等不動産の貸借対照表価額は 1,155,388 百万円、時価は 1,432,815 百万円であります。

当社では、賃貸用のオフィスビル・賃貸商業施設等を有しており、当期末の時価は、主に不動産鑑定評価基準に基づいて算定した額でありま

す。

また、賃貸等不動産の貸借対照表価額に含まれている資産除去債務に対応する額は 3,011 百万円であります。

20. （1） 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、3 カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は 31,673 百万円であります。その内訳は、次の

とおりです。

①破綻先債権額は 1,289 百万円、延滞債権額は 28,454 百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立又は弁済の見込が

ないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く、以下「未収利息不計上貸付金」という）のうち、法人税法施行

令第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸付金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予した貸付金に該当しないものであります。

②3 カ月以上延滞債権額はありません。

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として 3 カ月以上延滞している貸付金で、破綻先債権及

び延滞債権に該当しないものであります。

③貸付条件緩和債権額は 1,930 百万円であります。

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放

棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

（2） 取立不能見込額の直接減額を行った結果、破綻先債権額は 1,935 百万円、延滞債権額は 84 百万円それぞれ減少しております。

21. 有形固定資産の減価償却累計額は 1,131,041 百万円であります。

22. 保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定資産の額は 1,257,999 百万円であります。

なお、負債の額も同額であります。

23. 子会社等に対する金銭債権の総額は 54,229 百万円、金銭債務の総額は 5,367 百万円であります。



24. 社員配当準備金の異動状況は、次のとおりです。

イ 当期首現在高 995,167 百万円

ロ 前期剰余金よりの繰入額 218,353 百万円

ハ 当期社員配当金支払額 215,540 百万円

ニ 利息による増加額 22,233 百万円

ホ 当期末現在高（イ＋ロ－ハ＋ニ） 1,020,213 百万円

25. 負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。

なお、各社債について、それぞれ監督当局の事前承認等を前提として、当社の裁量により繰上償還をすることが可能であります。

当社が通貨スワップによる振当処理を適用している社債の発行年月および繰上償還可能日は、次のとおりです。

発行年月 繰上償還可能日

2012 年 10 月 2022 年 10 月以降の各利払日

2014 年 10 月 発行日の 10 年後の応当日及びそれ以降 5 年を経過するごとの各日

2016 年 1 月 発行日の 10 年後の応当日及びそれ以降 5 年を経過するごとの各日

2017 年 9 月 発行日の 10 年後の応当日及びそれ以降 5 年を経過するごとの各日

26. その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 220,000 百万円が含まれております。

また、2019 年 4 月 22 日に、次のとおり円建劣後特約付借入を実施しております。

借 入 総 額 900 億円

利 率
2029 年 4 月 22 日まで 年 0.95％（固定金利）

2029 年 4 月 23 日以降 固定金利（ステップアップあり・5 年ごとにリセット）

返 済 期 限
2049 年 4 月 22 日の 3 銀行営業日前(2029 年 4 月 22 日及びその 5 年後ごとの応当日の 3 銀行営業日

前に、監督当局の事前承認等を前提として、当社の裁量により繰上返済可能)

資 金 使 途 一般事業資金

27. 担保に供されている資産の額は、有価証券 1,521,608 百万円、土地 252 百万円、建物 45 百万円であります。また、担保に係る債務の額は

742,163 百万円であります。

なお、上記には、売現先取引による買戻し条件付の売却 668,928 百万円及び売現先勘定 709,062 百万円、現金担保付有価証券貸借取引に

より差し入れた有価証券 28,595 百万円及び受入担保金 32,610 百万円をそれぞれ含んでおります。

28. 基金を 50,000 百万円償却したことに伴い、同額を保険業法第 56 条に規定する基金償却積立金に積立てております。



29. 子会社等の株式及び出資金の総額は 1,089,182 百万円であります。

当社が 2018 年 7 月 2 日に設立したニッセイ生保設立準備株式会社（以下「準備会社」という）は、2019 年 2 月 1 日に、当社による保険業法第

271 条の 10 第 1 項に基づく金融庁長官の認可及び保険業法第 106 条第 7 項に基づく金融庁長官の認可の取得、準備会社による保険業法

第 3 条に基づく生命保険業免許の取得が完了し、同日付で、はなさく生命保険株式会社（以下「はなさく生命」 という）に商号を変更しておりま

す。

①設立の目的

多様化するお客様ニーズや販売チャネルの広がりにより的確に対応するべく、代理店等に対し、柔軟かつ機動的に商品を提供していくことを

目的としております。

②はなさく生命の概要

イ 社名 はなさく生命保険株式会社

ロ 本店所在地 東京都港区

ハ 資本金 100 億円

なお、当社は、2019 年 4 月 1 日に、はなさく生命へ 200 億円の増資を実行しております。

③設立の時期

2018 年 7 月 2 日

④議決権比率

100％

30. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は 3,327,460 百万円であります。

31. 売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り入れている有価証券であり、当期末において、

すべて当該処分を行わず所有しており、その時価は 488,657 百万円であります。

32. 貸付金に係るコミットメント及びこれに準ずる契約の貸付未実行残高は 372,534 百万円であります。

33. 保険業法施行令第 37条の 4に規定する生命保険契約者保護機構の借入限度額のうち、当社に対応する見積額は 77,113 百万円であります。

なお、同機構に拠出した金額は事業費として処理しております。

34. 退職給付に関する事項は、次のとおりです。

（１） 採用している退職給付制度の概要

当社は、内務職員・営業総合職等については、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。

営業職員等については、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び自社年金制度を設けております。

（2） 確定給付制度

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

イ 期首における退職給付債務 640,036 百万円

ロ 勤務費用 25,944 百万円

ハ 利息費用 3,840 百万円

ニ 数理計算上の差異の当期発生額 4,651 百万円

ホ 退職給付の支払額 △42,628 百万円

ヘ 期末における退職給付債務（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 631,844 百万円



②年金資産の期首残高と期末残高の調整表

イ 期首における年金資産 255,668 百万円

ロ 期待運用収益 3,451 百万円

ハ 数理計算上の差異の当期発生額 1,735 百万円

ニ 事業主からの拠出額 6,574 百万円

ホ 退職給付の支払額 △17,401 百万円

ヘ 期末における年金資産（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 250,029 百万円

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

イ 積立型制度の退職給付債務 274,401 百万円

ロ 年金資産 △250,029 百万円

24,372 百万円

ハ 非積立型制度の退職給付債務 357,443 百万円

ニ 未認識数理計算上の差異 △15,918 百万円

ホ 退職給付引当金（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 365,897 百万円

④退職給付に関連する損益

イ 勤務費用 25,944 百万円

ロ 利息費用 3,840 百万円

ハ 期待運用収益 △3,451 百万円

ニ 数理計算上の差異の当期の費用処理額 10,251 百万円

ホ 確定給付制度に係る退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 36,584 百万円

⑤年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

イ 生命保険一般勘定 51.4％

ロ 国内債券 21.5％

ハ 外国証券 16.1％

ニ 現金及び預貯金 6.8％

ホ 国内株式 4.2％

ヘ 合計（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 100.0％

⑥長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び

将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎は、次のとおりです。

イ 割引率 0.6％

ロ 長期期待運用収益率 1.4％

（3） 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は 2,188 百万円です。



35. （1） 繰延税金資産の総額は 1,511,165 百万円であり、繰延税金負債の総額は 1,957,633 百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額とし

て控除した額は 50,389 百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金 892,984 百万円、価格変動準備金

385,481 百万円及び退職給付引当金 102,085 百万円であります。繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価差額金

1,869,165 百万円であります。

（2） 当期における法定実効税率は 27.9％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な内訳は、社員配当

準備金△21.4％であります。

36. 土地の再評価に関する法律に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係

る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 2002 年 3 月 31 日

再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令第 2 条第 1 号に定める公示価格及び第 2 条第 4 号に定める路線

価に基づき、合理的な調整を行って算定しております。

37. 保険業法施行規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という）の額は 279 百万円

であります。

38. 保険業法施行規則第 30 条第 2 項に規定する額は 4,852,126 百万円であります。


